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燕市国民健康保険税条例 新旧対照表 

改正案 現行 

第1条～第2条 （略） 第1条～第2条 （略） 

(国民健康保険の被保険者に係る所得割額) (国民健康保険の被保険者に係る所得割額) 

第3条 前条第2項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法(昭和25年法律第226号。以下「法」という。)第314条の2第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第2項の規定による控除をした後

の総所得金額及び山林所得金額の合計額(以下「基礎控除後の総所得金額等」

という。)に100分の6.70を乗じて算定する。 

第3条 前条第2項の所得割額は、賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税

法(昭和25年法律第226号。以下「法」という。)第314条の2第1項に規定する総

所得金額及び山林所得金額の合計額から同条第2項の規定による控除をした後

の総所得金額及び山林所得金額の合計額(以下「基礎控除後の総所得金額等」

という。)に100分の7.30を乗じて算定する。 

2 （略） 2 （略） 

第4条 （略） 第4条 （略） 

(国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額) (国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額) 

第5条 第2条第2項の被保険者均等割額は、被保険者1人について2万1,800円とす

る。 

第5条 第2条第2項の被保険者均等割額は、被保険者1人について2万3,600円とす

る。 

(国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額) (国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額) 

第6条 第2条第2項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

第6条 第2条第2項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第6条第8号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継

続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって同日の属する月(以下この号において「特定

月」という。)以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健康保険法第6条第8号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失した日の前日以後継

続して同一の世帯に属するものをいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって同日の属する月(以下この号において「特定

月」という。)以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被
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保険者がいない場合に限る。)をいう。次号及び第16条において同じ。)及び

特定継続世帯(特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8年を経過す

る月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)を

いう。第3号及び第16条において同じ。)以外の世帯 21,400円 

保険者がいない場合に限る。)をいう。次号及び第16条において同じ。)及び

特定継続世帯(特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって特定月以後5年を経過する月の翌月から特定月以後8年を経過す

る月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)を

いう。第3号及び第16条において同じ。)以外の世帯 23,000円 

(2) 特定世帯 10,700円 (2) 特定世帯 11,500円 

(3) 特定継続世帯 16,050円 (3) 特定継続世帯 17,250円 

第6条の2～5 （略） 第6条の2～5 （略） 

(介護納付金課税被保険者に係る所得割額) (介護納付金課税被保険者に係る所得割額) 

第7条 第2条第4項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に100分の2.40を乗じて算定する。 

第7条 第2条第4項の所得割額は、介護納付金課税被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に100分の2.20を乗じて算定する。 

第8条 （略） 第8条 （略） 

(介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額) (介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額) 

第9条 第2条第4項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者1人について

1万5,500円とする。 

第9条 第2条第4項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者1人について

1万4,000円とする。 

第10条～第15条 （略） 第10条～第15条 （略） 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第16条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる

額を減額して得た額(当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万

円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円)並びに

第16条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課す

る国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる

額を減額して得た額(当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万

円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減

額して得た額(当該減額して得た額が19万円を超える場合には、19万円)並びに
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同条第4項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額(当該減

額して得た額が16万円を超える場合には、16万円)の合算額とする。 

同条第4項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額(当該減

額して得た額が16万円を超える場合には、16万円)の合算額とする。 

(1) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円を超えない世帯に係る納税義務者 

(1) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 15,260円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 16,520円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯以外及び特定継続世帯以外の世帯 14,980円 (ア) 特定世帯以外及び特定継続世帯以外の世帯 16,100円 

(イ) 特定世帯 7,490円 (イ) 特定世帯 8,050円 

(ウ) 特定継続世帯 11,235円 (ウ) 特定継続世帯 12,075円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

9,380円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

9,380円 

エ 削除 エ 削除 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 10,850円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 9,800円 

(2) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき27万5,000円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

(2) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき27万5,000円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者を除く。) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 10,900円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 11,800円 
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イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 10,700円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 11,500円 

(イ) 特定世帯 5,350円 (イ) 特定世帯 5,750円 

(ウ) 特定継続世帯 8,025円 (ウ) 特定継続世帯 8,625円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

6,700円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均

等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

6,700円 

エ 削除 エ 削除 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 7,750円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 7,000円 

(3) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき50万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が、33万

円に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき50万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者を除く。) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 4,360円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 被保険者(第1条第2

項に規定する世帯主を除く。)1人について 4,720円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,280円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,600円 

(イ) 特定世帯 2,140円 (イ) 特定世帯 2,300円 

(ウ) 特定継続世帯 3,210円 (ウ) 特定継続世帯 3,450円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均 ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均
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等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

2,680円 

等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 

2,680円 

エ 削除 エ 削除 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 3,100円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税被保

険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人について 2,800円 

第17条～第20条 （略） 第17条～第20条 （略） 

  

   附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成31年4月1日から施行する。 

(適用区分) 

2 この条例による改正後の燕市国民健康保険税条例の規定は、平成31年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、平成30年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 
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燕市国民健康保険税条例の一部改正（案）の概要について 

 

 

 

 

①新潟県から示された確定納付金をもとに、現行の国民健康保険税率で試算した結

果、収支見込みで７，０００万円程度の余剰が生じる見込みとなりました。 

平成３１年度の国民健康保険税につきましては、この算定結果に、被保険者の高

齢化、現在の財政状況を考慮し、一定の期間において国民健康保険税水準の維持

が可能となるよう算定しました。 

②国民健康保険税の賦課割合は、応能割(所得に応じて賦課する所得割)と応益割(被

保険者１人にかかる均等割と世帯毎にかかる平等割)が 50 対 50 となる割合を基

準とします。 

 

 

 

 

区分 算定区分 現行 改正案 比較 

医療給付費分 

所得割 7.30 ％ 6.70 ％ ▲0.60 ％ 

均等割 23,600 円 21,800 円 ▲1,800 円 

平等割 23,000 円 21,400 円 ▲1,600 円 

後期高齢者支援金分 
所得割 2.70 ％ 2.70 ％ 0 ％ 

均等割 13,400 円 13,400 円 0 円 

介護納付金分 
所得割 2.20 ％ 2.40 ％ 0.20 ％ 

均等割 14,000 円 15,500 円 1,500 円 

※平均応能割・応益割  51.25：48.75 

 

 

 

 

資料①－２ 

課税区分 現行 改正案 引下げ額 引下げ率 

1人当たり平均

保険税額 
 94,907 円  90,857 円 ▲4,050 円 ▲4.27％ 

1世帯当たり平

均保険税額 
150,012 円 143,610 円 ▲6,402 円 ▲4.27％ 

1．税率改正にあたっての基本的な考え方 

２．税率改正(案)の内容 

３．税額比較 
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（年間額） 

 

 

 

 

 改正税率での税額計算は、普通徴収の方は平成３１年７月の本算定から、特別徴

収（年金天引き）の方は平成３１年１０月支給分からの適用となります。 

世帯例 現行 改正案 引下げ額 
1 人当たり 

影響額 

1人世帯 

本人（72歳）：年金所得 33万円 

     (年金収入 153万円) 

17,900円 

（7割軽減） 

16,900円 

（7割軽減） 
▲1,000円 ▲1,000円 

夫婦 2人世帯 

夫（67歳）：年金所得 80万円 

    （年金収入 200万円） 

婦（65歳）：年金所得 0円 

    （年金収入 60万円） 

95,400円 

（5割軽減） 

89,900円 

（5割軽減） 
▲5,500円 ▲2,750円 

夫婦 2人世帯 

夫（52歳）：営業所得 150万円 

妻（48歳）：給与所得 70万円 

     （給与収入 135万円） 

312,700円 304,300円 ▲8,400円 ▲4,200円 

夫婦と子供 2人の 4人世帯 

夫（45歳）：営業所得 200万円 

妻（43歳）：給与所得 150万円 

     （給与収入 240万円） 

子（20歳）：学生 

子（13歳）：学生 

545,300円 528,100円 ▲17,200円 ▲4,300円 

４．モデルケース 

５．適用時期 





















１．平成３０年度燕市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）について

　（１） 補正額と財源内訳 （単位：千円）

　（２） 歳入の概要
※歳入及び歳出の概要の補正前予算額は今回補正となる科目を対象に集計してあります。 （単位：千円）

平成３０年度燕市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）の概要

　今回の補正予算は、医療費増加に伴う保険給付費の不足分を増額し、保険給付費の全額を交付対象とする県支出金を併せて増額し
ます。
　また、医療費激増に伴う厳しい財政状況は現在改善しており、今後、一定期間において国保税水準が維持できる見通しがついたため、
平成２７年度および平成２８年度に、特例措置として一般会計から繰り入れた法定外繰入金を、一般会計へ繰り戻すため繰出金を計上し
ます。

補 正 前 の 額 今 回 補 正 額
財 源 内 訳

補 正 後 の 額
国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

7,726,850

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 補正額 関連歳出

7,183,948 542,902 106,842 27,370 408,690

-

２ 県支出金 県補助金 普通交付金 4,917,219 106,842 歳出1,2

１ 療養給付費等交付金 療養給付費等交付金 過年度分 1 8,280

歳出3

４ 繰入金 他会計繰入金
保険基盤安定繰入金 360,552 29,526 -

３ 財産収入 財産運用収入 財政調整基金利子収入 28 14

400,410 -

財政安定化支援事業繰入金 50,118 △ 2,170 -

５ 繰越金 繰越金 前年度繰越金 120,000

資料② - 2
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　（３） 歳出の概要

（単位：千円）

２ 款 保険給付費

１ 項 療養諸費

１ 目 一般被保険者療養給付費

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

２ 項 高額療養費

特定財源 一般財源

1 一般被保険者療養給付費

医療費増加に伴う給付見込額の不足分を増額し
ます。

・一般被保険者療養給付費　   87,543千円

4,237,289 87,543 87,543 0

１ 目 一般被保険者高額療養費

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

６ 款 基金積立金

１ 項 基金積立金

特定財源 一般財源

2 一般被保険者高額療養費

医療費増加に伴う給付見込額の不足分を増額し
ます。

・一般被保険者高額療養費　   19,299千円

571,632 19,299 19,299 0

１ 目 財政調整基金積立金

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

特定財源 一般財源

3 財政調整基金利子積立金

基金の利子収入を国民健康保険財政調整基金に
積み立てます。

・財政調整基金利子積立金　　　 　14千円

28 14 14 0

-4 財政調整基金積立金

今後の円滑な国民健康保険事業運営のために国
民健康保険財政調整基金に積み立てます。

・財政調整基金積立金　　　　216,046千円
　　　　　（補正後基金残高　772,551千円）

0 216,046 0 216,046

国県支出金

利子収入

国県支出金

- 2 -



（単位：千円）

７ 款 諸支出金

３ 項 他会計繰出金

１ 目 一般会計繰出金

番号 事　業　名　等 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

-

特定財源 一般財源

5 一般会計繰出金

平成27年度および平成28年度に、医療費激増に
伴う特例措置として一般会計から繰り入れた法
定外繰入金を繰り戻すため、一般会計へ繰り出
します。

・一般会計繰出金 　　 　　　220,000千円

0 220,000 0 220,000

- 3 -
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平成31年度

燕市国民健康保険事業運営に関する

事 業 計 画

平成３１年４月

健康福祉部 保険年金課
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1. 被保険者数の推移

2. 一人当たりの国保税調定額と収納率（現年課税分）の推移

第１節 国民健康保険特別会計の現状及び見通し

各年度の平均被保険者数については、２９年度は前年度比で５．８％の減少となり、２８年度

国民健康保険事業を取り巻く環境は極めて厳しい状況にある。

このような状況の中、本計画は、国民健康保険事業運営の健全化（国保財政の収支不均衡の解

消等）を基本に、今後の事業運営にかかる様々な課題を整理し、対策を講じながら中長期的に安

定した事業運営を図ることを目的に策定するものである。

第２章 国民健康保険事業運営（特別会計）の現状と課題

第１章 事業運営の健全化と事業計画

国民健康保険制度は、国民皆保険体制の基盤となる制度として地域住民の健康保持を図り、生

活の安定に重要な役割を果たしているが、反面、少子高齢化の進展や医療費の増大などにより、

と同様に、２７年度以前と比べ大幅な減少率となったが、これは２８年度に社会保険の適用範囲

が拡大されたことが要因とみられる。３０年度については、２７年度以前と同程度の減少が見込

まれるが、依然として減少傾向は今後も継続していくと推測される。

対して概ね６％程度の減少となっている。

ここで示す一人当たり国保税調定額は、本算定時の調定額を被保険者数の平均で除した金額

を表したものであり、国保税改定が実施された２５年度に２０％、２８年度に６％程度上昇し

ている。また、制度改正に伴い３０年度に実施された国保税改定においては、前年度調定額に

21,314 20,690 20,139 19,376 18,641 
17,638 

16,618 15,975 15,364 

97.6% 97.1%
97.3%

96.2% 96.2%

94.6%
94.2%

96.1% 96.2%
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96%

97%

98%
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24,000
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年度平均被保険者数の推移

被保険者数 前年比

増加率

（％）
人数

（人）

92,925

111,008 111,874 110,973

117,292
119,676

112,476
108,686

94.7%

94.4%
94.2%

93.9%
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一人当たり本算定調定額と収納率（現年課税分）

本算定調定額 収納率

一人当たり

調定額（円）

収納率

（％）

保険税改定

（見込み） （見込み）

（※H30、31は見込み）

保険税改定 保険税改定 保険税改定
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3. 一人当たりの保険給付費の推移

4. 財政状況（３０年度までの財政見通し）

■　歳入-歳出

▲ 195,261千円単年度実質収支 ▲ 69,769千円 ▲ 5,057千円 ▲ 165,164千円 144,987千円 462,865千円 450,417千円

30年度決算
（決算見込み）

形式収支（決算額） 165,965千円 160,909千円 745千円 145,728千円 538,590千円 144,697千円

区分（科目） 24年度決算 25年度決算 26年度決算 27年度決算 28年度決算 29年度決算

520,410千円

被保険者数、国保税及び事業費納付金等により決算見込みを試算すると、３０年度は形式収支

で１４４，６９７千円の黒字、単年度実質収支で１９５，２６１千円の赤字となる見込みである。

３０年度の単年度実質収支については、一般会計への繰出金２２０，０００千円を歳出に含め

る一方で、繰越金を歳入に含めないため赤字となっている。

む医療の高度化や被保険者の高齢化による医療費増は現在も継続しており、加えて「脳梗塞」等

生活習慣病に起因する疾病については、今後また医療費激増時のような状況が発生する可能性も

あるため、医療費推移の見通しは依然として不透明な状況が続いている。

一人当たりの保険給付費は毎年増加しており、２６年度までは前年度比２～３％の上昇で推移

していたが、「脳梗塞」、「その他の心疾患」等の高額レセプトの発生や新規高額薬剤の影響に

より２７年度の一人当たり保険給付費は前年度に対し伸び率１０８.８％と激増している。

その後、２８年度下半期以降の推移から先の医療費激増は収束したものの、新規高額薬剤を含

264,357
269,198

275,514

299,713

286,331

298,746

313,578

322,926

102.0% 101.8% 102.3%

108.8%

95.5%
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105.0%
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一人当たりの保険給付費の推移

保険給付費 伸び率
保険給付

費

（円）

伸び率

（％）

高額レセプトに

よる激増

（見込み） （見込み）
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国民健康保険事業運営の課題

しながら、高齢者の加入割合が増加の一途であることや、担税力の低い低所得者層の割合が高い

こと等により、財源確保が現状より向上することは見込めないため、制度改革後においても財政

運営の厳しい状況は続くことが想定される。

　昨今の国保事業を取り巻く環境においては、今後の財政見通しは極めて不透明な状況下にあり

国保財政の安定的な運営に努めるには、これまで実施してきた各種の医療費適正化事業等を、保

険者が講じ得る対策として引き続き重点的に取り組んでいく必要がある。

高度化等を背景として、一人当たりの医療費は年々増加傾向にある。このため、歳出の大部分を

占める保険給付費全体が２４年度以降緩やかな減少カーブを描く一方で、国保の構造上、被保険

者に被用者保険が適用されない非正規雇用者や無収入者等の低所得者が多く含まれるため、これ

に見合う財源の確保が難しい状況にある。

このような現状のなか、平成30年度の国保制度改革に伴い、市町村国保は都道府県単位に広域

化となり、特に財政運営面では大きく改革されると共に、国による財政支援が拡充された。しか

第２節

国民健康保険事業運営の対象となる被保険者数は減少傾向にあるものの、少子高齢化と医療の

165,965
160,909

745

145,728

538,590
520,410

144,697

▲ 69,769

▲ 5,057

▲ 165,164

144,987

462,865 450,417

▲ 195,261

▲ 300,000

▲ 200,000

▲ 100,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

形式収支繰越金と単年度実質収支

形式収支 実質単年度収支（千円）

（見込み）
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国民健康保険事業運営の健全化に向けた基本的な取り組み

国民健康保険税の収納率向上への取り組み

していく。

①

化月間において集中的に文書と電話による催告、臨戸催告、徴収、納税相談、各種調査を

実施

②

③

実施

④

⑤

の実施

平成３１年度の目標収納率は、２８年度・２９年度の実績を基に現年度課税分は「94％」以上、

滞納繰越分「17％」以上、合計「78％」以上とし、この目標の実現に向け下記の取り組みを実施

【収納率向上に向けた取り組み】

滞納繰越額の圧縮及び新規滞納者の早期把握と抑制を図るため、10・11月の納税推進強

77.9%29年度 1,628,136千円 94.7% 70,532千円 15.3% 1,698,668千円

26年度 1,744,407千円

納税の利便性の向上と納税機会の拡大のため、コンビニ納付、窓口延長を実施

納税催告等に反応の無い者に対して、財産調査から滞納処分まで一連の滞納整理の早期

新潟県地方税徴収機構を活用した滞納整理の実施

納期内納付と収納率向上を図るため、広報紙、ホームページ、庁舎内の掲示パネルによ

る口座振替の案内やはがき版口座振替依頼書の送付、資格取得時における口座振替の勧誘

94.2% 67,009千円 14.6% 1,811,416千円 78.4%

27年度 1,649,587千円 93.9% 74,321千円 16.0% 1,723,908千円 77.6%

28年度 1,689,121千円 94.8% 80,367千円 17.2% 1,769,488千円 78.6%

年度

25年度 1,803,638千円 94.4% 75,020千円 16.7% 1,878,658千円 79.6%

収納額 収納率 収納額 収納率 収納額 収納率

現年度課税分 滞納繰越分 合計

第３章

第１節

国保税の収納状況は、以下のとおり推移している。
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第三者行為に関する取り組み強化について

よる被害に係る求償事務の取組強化について」（平成27年12月厚生労働省通知）により、各保険

者は、まず現状の取り組みを評価し、求償事務の改善を図るとともに、数値目標を定めて、計画

的に求償事務の取り組みを進めることにより、ＰＤＣＡサイクルを確立し、継続的に求償事務の

取り組み強化を図っていくこととしている。

これを受け、「被害届の自主的な提出率」と「市町村における被害届受理日までの平均日数」

について数値目標を定める。

1.

損害保険団体との覚書（平成28年3月締結）による効果を期待し、31年度目標として「被害届の

自主的な提出率」を30年度実績見込と同じ65％に設定し、そのうち「損害保険会社が提出を代行

した被害届の件数」の比率が多くなるように設定した。

2.

30年度1月末実績が29年度実績より約30％短縮されたことから、31年度目標として「市町村にお

ける被害届受理日までの平均日数」が更に5％短縮されると想定した。

30年度実績見込 17件 1,904日 112日 H31.3.31

31年度目標 17件 1,802日 106日 H32.3.31

30年度目標 20件 2,480日 124日 H31.3.31

30年度1月末実績 14件 1,281日 92日 H31.3.31

29年度目標 20件 2,960日 148日 H30.3.31

29年度実績 20件 2,637日 132日 H30.3.31

市町村における被害届受理日までの平均日数

内　　容

数値1 数値2 数値3

基準日
被害届の全提出件
数
（指標1.の数値1
と同値）

国保利用開始日から
市町村における被害
届受理日までの総日
数

国保利用開始日から
市町村における被害
届受理日までの平均
日数
（数値2/数値1）

H31.3.31

31年度目標 17件 8件 3件 65% 6件 H32.3.31

30年度実績見込 17件 9件 2件 65% 6件

H31.3.31

30年度1月末実績 14件 8件 1件 64% 5件 H31.3.31

30年度目標 20件 6件 6件 60% 8件

H30.3.31

29年度実績 20件 8件 4件 60% 8件 H30.3.31

世帯主等が
自主的に提
出した被害
届の件数

損害保険会
社が提出を
代行した被
害届の件数

被害届の自
主的な提出
率
（数値2＋数
値3)/数値1

市町村の勧
奨により提
出された被
害届の件数

29年度目標 20件 5件 7件 60% 8件

第三者による不法行為（第三者行為）による被害に係る求償事務については、「第三者行為に

被害届の自主的な提出率

内　　容

数値1 数値2 数値3 数値4 数値5

基準日

被害届の全
提出件数
(数値2＋数
値3＋数値5)

第２節
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■燕市国民健康保険第２期データヘルス計画に基づき、特定健診データとレセプトデータを組み合

　 わせて構築した燕市医療データベースを最大限活用し、効率的かつ効果的な保健事業の実施を

 　図る。

1.

2. 柔道整復療養費の適正受診対策　　⇒　Ｈ25年度～継続事業

3. 多受診患者の実態把握と受診行動適正化　　⇒　Ｈ25年度～継続事業

4.

5.

度も引き続きこの研究に協力しながら研修会等にも参加する。

り、対象者に対して食事指導などの生活習慣改善プログラムを実施し、人工透析治療への移

行を遅延或いは阻止することで被保険者の生活の質（QOL)の維持を図るとともに、医療費の

高騰抑制に繋げることを目的とする。⇒三次予防

　なお、平成28年4月に国が策定した「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき事業

実施するとともに、県の要請により「平成28年度厚生労働科学研究費補助金『糖尿病性腎症

重症化予防プログラム開発のための研究』」に県内では燕市が唯一参加しており、平成31年

重症化するまで自覚症状がほとんどなく、適正な治療を受けていない状況で突然「人工透

析」治療が必要となる「慢性腎臓病（ＣＫＤ)」対象者を、燕市医療データベースから特定

し、医療機関への受診勧奨を目的とした保健指導（保健師又は看護師による自宅訪問を基本）

を実施する。⇒二次予防

糖尿病性腎症重症化予防事業　　⇒　Ｈ26年度～継続事業

燕市医療データベースを基に、糖尿病から軽度の腎不全者を特定し、主治医との連携によ

多受診（重複受診・頻回受診・重複服薬）は、医療費高額化の要因にもなっており、これら

の患者に対して正しい受診行動に導く保健指導は重要である。

そのためには効果的な保健事業となるように「多受診患者数とその傾向」を把握し、燕市で

実施する医療費分析をもとに対象者を特定し、看護師等の訪問を基本に保健指導を実施する。

慢性腎臓病（ＣＫＤ)進行予防事業　　⇒　Ｈ25年度～継続事業

国民医療費の伸びを上回る療養費の状況が問題となっている。療養費のなかでも大きなシェア

を占める柔道整復施術療養の適正化への取り組みの一環として、次の取り組みを実施する。

（１）被保険者に対する柔道整復療養費の医療費通知の徹底

（２）保険適用外施術等について、広報つばめ、ホームページ及びチラシ配布等での周知徹底

（３）多部位、長期又は頻度が高い施術を受けた被保険者への調査の実施

第３節 保健事業について

ジェネリック医薬品の使用促進事業（差額通知）⇒　　Ｈ24年度～継続事業

生活習慣病等で長期にわたって服用し続けなければならない医薬品等について、切り替え可能

なジェネリック医薬品の情報（差額通知）を被保険者に提供する。
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6.

①集団健診の受診勧奨案内　＜ Ｈ27年度～ ＞

②追加健診の実施、及び受診勧奨案内　＜ Ｈ25年度～ ＞

7.

8.

9.

①残薬対策（節薬バック）事業

　考えられる者を対象にリスト作成

○燕市医療データベースを基に脳梗塞再発予防リストを作成・活用し指導対象者を特定

いおり、医療費の高騰抑制に繋げる新たな対策が必要と捉え、脳梗塞を対象としたハイリスクア

プローチによる再発予防事業を平成28年度に新規事業として取り組んだ。今年度も同様に継続し

て実施する。

○脳梗塞既往歴のある者で直近4ケ月に（脳梗塞での）受診がない者など、再発リスクの高いと

○対象者　⇒　喫煙或いは喫煙歴のある者とし、非喫煙者も希望により受診可

　　　　　　　過去３年間の特定健診受診歴から「喫煙あり」の者へ受診勧奨案内を通知

○費用負担　⇒　無料

○検査方法　⇒　簡易スパイロメータ（ハイ・チェッカー）を用いた気流閉塞判定によるスク

　　　　　　　　リーニング検査

脳梗塞再発予防事業　　　⇒　Ｈ28年度～継続事業

平成27年1月診療分の医療費から高騰状態が継続し、その要因追及のため医療費分析をした結

果、疾病別にみると脳梗塞の医療費増加額が最も高くなっていたため、国保財政運営が大変厳し

○自宅訪問を基本に看護師等による医療機関への適正受診の保健指導

残薬・ポリファーマシー対策事業　　　⇒　Ｈ30年度～継続事業

被保険者の服薬管理の推進を図ることにより、残薬の誤飲や不適切服薬による副作用の防止

　50歳以上の被保険者で、1か月に4剤以上処方(内服薬として長期処方)されている者を

対象に「節薬（せつやく）バッグ」を送付する。その他、窓口では希望者にも配付。

　飲み残しなどの薬（残薬）がある場合に、対象者は「節薬バッグ」に入れて調剤薬局

等にお薬手帳とともに持参する。薬局では残薬の量や使用期限を確認し、再利用できる

場合は医師に連絡し、今後の処方量を調整する。

や、残薬の再利用により調剤費の節約につなげる。

　　　過去３年間の特定健診受診状況データを活用し、前年度未受診者を主体にそれぞれ被保険者

　　　の受診状況等に応じた内容（２パターン）の受診勧奨案内を集団健診開始前に送付

　　　集団健診未受診者を対象とした追加健診の機会を設け、対象者に受診勧奨の案内通知を送付

慢性閉塞性肺疾患（COPD）進行予防事業　　　⇒　Ｈ27年度～継続事業

特定健診（集団健診）受診時に、喫煙或いは喫煙歴のある方を対象（非喫煙の希望者含む）に、

COPD検診を実施する。魅力ある検診項目の提供により、受診率向上の効果を図る。

特定健診受診率向上事業　⇒　Ｈ25年度～継続事業

燕市国保の特定健診受診率は、平成20年度以降、毎年下降する一方の状況であったため、追加

健診や魅力ある検診の提供、また効果的な受診勧奨案内を行うなど、特定健診の受診率向上を目

的として事業を実施する。
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②ポリファーマシー（多剤投与等）適正化事業

［参考］

※

　平成26年度に事業開始し、５か年継続実施した「胃がんリスク検診」は、平成30年
度をもって終了。

【平成31年度】
　加入する医療保険に関係なく、40歳から5歳間隔で70歳までの方を対象に「胃がんリ
スク検診」を実施。〔担当課：健康づくり課〕

　60歳以上の被保険者で、1か月に6剤以上処方(内服薬として長期処方）されている薬剤

情報を抽出し、その対象となる被保険者（1,000人）に『服薬情報のお知らせ』を通知す

る。通知を受けた被保険者は、医師もしくは薬剤師に通知を持参し相談する。

　薬剤師が残薬、多剤併用、相互作用、重複服薬、副作用等のヒアリングを行い、服薬

情報レポートを作成し医師に送付。医師は、通知もしくは服薬情報レポート、あるいは

両方を基に処方の再構築・多剤併用等を改善・解消する。

胃がん対策事業　　⇒　Ｈ30年度で終了　　（Ｈ26年度～Ｈ30年度）
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資料③ - 4

平成31年度燕市国民健康保険特別会計予算
（構成比グラフ）

総務費

112,485千円

(1.6%)

保険給付費

4,961,443千円

(70.1%)

国民健康保険事業費

納付金

1,871,443千円

(26.4%)

財政安定化基金拠出

金

1千円

(0.0%)保健事業費

110,903千円

(1.6%)
基金積立金

28千円

(0.0%)

諸支出金

15,620千円

(0.2%)

予備費

10,000千円

(0.1%)

諸収入

14,709千円

(0.2%)

繰越金

1千円

(0.0%)

繰入金

544,877千円

(7.7%)

財産収入

28千円

(0.0%)

県支出金

5,051,382千円

(71.3%)

国庫支出金

1千円

(0.0%)

使用料及び手数料

700千円

(0.0%)

国民健康保険税

1,470,225千円

(20.8%)

歳入歳出総額

7,081,923千円


